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研究成果の概要（和文）： 本研究では、家計簿アプリから収集されたレシートデータをアウトカムとし、野菜
購買を促す効果的な情報発信（ナッジ）のあり方を探るため、ランダム化比較試験 (Randomized Controlled 
Trial、RCT)の手法を使ったフィールド実験を実施した。加えて、野菜の摂取量も申告データ（「野菜料理摂取
皿数」）から取得した。結果、購入額、摂取量に一定程度統計的に有意な効果が確認できた。

研究成果の概要（英文）：The extent to which health-related information provision and personalised 
nudges that modify cognitive bias enhance vegetable purchase and intake are examined via a 
four-month natural field experiment using 942 households’ daily purchase records from receipt 
scanner data. Although the group receiving only an explanation of the health-improving effects of 
vegetables showed no significant effect overall on households’ vegetable purchase and intake, the 
meat purchase amount was significantly decreased due to the information’s spillover effects. When 
the status of relative vegetable purchases amount was provided based on personal purchase histories,
 a further increase in the purchase volume of consumers who originally consumed many vegetables was 
observed. Subgroup analysis revealed that this tendency was more pronounced in households with 
children than without children. Nudging effects were sustained after the intervention.

研究分野：農業経済学、環境経済学、行動経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本の野菜消費量は、食習慣の欧米化などを背景に約30年前から減少傾向が続き、成人1人当たり摂取量は、国
が推奨する目標を下回っている。国は、野菜摂取を呼び掛けるポスターなどで啓発を続けているが、積極的な消
費拡大には結び付いていない。また、令和元年「国民健康・栄養調査」により、健康無関心層の実態が初めて把
握された。このような無関心層の行動をいかに変容させるかが重要であるもものの、従来の普及啓発では限界が
あった。
　本研究は、粒度の高いアウトカムデータを活用した実験で、ナッジが一定の有効性を持つことを確認した。学
術的に新規性を有するのみならず、持続的で健康な食生活の普及に向けた新たな視座を提供できた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
野菜は、比較的カロリーが低く、カロリーベースでの食料自給率への寄与は小さいものの、「国
民の健康の維持増進や農業振興の上で極めて重要（農林水産省, 2023）」である。しかし我が国
の野菜の消費量は減少傾向で推移し、全ての年代で摂取目標量に達しておらず、特に 20歳代～
30歳代で不足が目立っている。また、「１日当たりの摂取目標量（350g）」と「適量であると個
人が認識している量」は大きく乖離し、「認知バイアス」が生じていると考えられる。これまで、
成人や児童等の野菜摂取量の少ない世代を対象とした摂取拡大活動、食育と一体的な野菜の消
費拡大対策が実施され、また消費者が求める野菜の栄養成分等の情報提供が農林水産省により
推進されてきたが、野菜消費拡大には結びついていない。 
農業経済学分野においては、意識・態度や属性等が食品の購買行動に与える影響についての研
究が蓄積されているが、どのような情報にどの程度消費者が反応するのかについての因果推論
はほとんど研究されていない。このため、本研究では、野菜消費を促進するために個人に対して
ナッジがどの程度有効であるかについて、ランダム化比較実験（RCT）により因果関係を厳密に
検証する。ナッジは、ヘルスプロモーションおよび疾病予防への応用が進んでいるものの、食品
消費の研究は緒に就いたばかりである。欧米の研究では、店舗自体をランダム化し、店頭でのナ
ッジ（情報提供）が消費行動に与える効果を POSデータで観察する研究事例が存在するが（例
えば Hartman-Boyce et al. 2018）、十分なデータ数や購買者の属性情報が得られないなどの問
題があった。今回利用するレシートデータにより、これまでのデータ上の問題は概ね解決した上
で、ナッジが野菜の購買行動に与える因果関係を詳細に分析することが可能となる。 
 
２．研究の目的 
本研究は、RCT を通じて、消費者の野菜の購買パターンを精細に分析しかつ健康な食の選択
を促すために有効なフード・ナッジを検証する。また、個々人の購買記録に基づいたパーソナル
なアドバイスをフィードバックする（パーソナル・ナッジ）効果について明らかにすること、野
菜に関するナッジが肉の購買に与える「スピルオーバー効果」を検察することに特徴がある。 
 
３．研究の方法 
以下に示す内容について、マクロミル社が有する MHS モニターから収集している購買データ
を利用し、さらに家計データ提供者に対してモバイルアプリを通じてアンケート調査も行い、
「野菜料理摂取皿数」により外食、中食を含めた摂取量のデータを収集した。なお、モニターに
は以下で収集する購買データのほか、所得、家族構成、職業などの様々な属性データが紐づいて
いる。 
（１） 収集データ項目：収集するデータは、指定野菜 14品目（消費量が多く国民生活にとっ

て重要な野菜として野菜生産出荷安定法で定められた野菜：キャベツ、きゅうり、さと
いも、だいこん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、
ピーマン、ほうれんそう、レタス）、サラダ類、の購入量および購入総額(MHS の商品マ
スターに「さといも」が存在せず、さといものデータ入手が不可となった)。さらに、
牛肉、鶏肉、豚肉、加工肉の購入額のデータも合わせた収集した。 
 

（２） 調査対象：調査対象者は、モニターの中から、ランダムに選定。この対象者をランダム
に 3群に分類し、グループ間で共通のアンケートに加え、それぞれ内容の違う情報（ナ
ッジ）を送付する。後述するアンケートの 3回目（最終回）の結果納品時に各群 300 人
が確保できるよう、モニターの落ち率を加味して、当初の全サンプルは 2,500 人程度
に設定。なお、野菜を週 1回以上買っている人を対象。 

 
（３） アンケートと群ごとの情報提供：3群に分け、以下の通り実施。 

 対照群：野菜に関する簡単なアンケートのみ配信 
 介入群 A：アンケート（対照群と同じ内容）＋ナッジ A（損失フレーム：野菜が不足す
ると、さまざまな体の不調や病気に繋がると言われている点をアンケートの回答後に
説明 

 介入群 B：アンケート（対照群と同じ内容）＋ナッジ B（パーソナル情報：年齢や性別
に応じて過去の購買履歴から他者と比較したパーソナルな情報をアンケートの回答後
に説明） 

 
（４） 実験実施スケジュールは以下の通りである。実験のフローは第 1図に示した。 

 2021 年 5月 13 日：1回目のアンケート+ナッジ配信  
 2021 年 6月 14 日：2回目のアンケート+ナッジ配信 
 2021 年 9月 19：3回目のアンケート配信 
 2021 年 11 月：マクロミル社より全データ入手 



第１図 実験のフロー 

 
 
４．研究成果 
得られた購買データは日次データであるが、野菜と肉を購買していない場合欠損値となるた
め、全て週次データに換算の上、集計を行った（第 2図）。第 2図において、R0期は介入前のデ
ータ、R1期は第 1回目のナッジ後のデータ、R2は 2 回目のナッジ後のデータである。R2 は介入
直後の 1か月間とその後の 2か月間をさらに分割し、R2-1 期、R2-2 期として整理した。ナッジ
の即時効果とその持続効果を識別するためである。対照群（Control）、介入群 A（Nudge A）の
他、介入群 B（Nudge B）は、さらに同年代・同性の過去 1年の平均購買額に比べて高い(Nudge 
B More)、平均（Nudge B Mean）、少ない（Nudge B Less）と分類している。このパネルデータを
用いて、差分の差法（Difference in Differences）により、ナッジの効果を分析した。 
 

第２図 群ごとの野菜・肉の購買金額：週次データ 

 
主な結果は以下の通りである。まず、野菜の健康増進効果の説明のみを受けた介入群 Aでは、

モニター2万人のうち
ランダムに

2,500人以上を選定

対照群
800～900人

介入群A
800～900人

介入群B
800～900人

ランダム化

ナッジ前の野菜購買データ収集（12ヶ月間）

1回目のナッジ後の野菜購入データ収集（1ヶ月間）

2回目のナッジ後の野菜購入データ収集
（3ヶ月間：効果持続性を検証）

ナッジA：1回目 ナッジB：1回目

ナッジB：2回目ナッジA：2回目

アンケート1回目 アンケート1回目アンケート1回目

アンケート2回目 アンケート2回目アンケート2回目

データ収集期間の最後に，アンケート3回目（アウトカムのみ）

ナッジ実験開始
2021年

5月13日

6月14日

9月19日



全体として、家計の野菜購入量や購入金額に大きな影響は見られなかったが、情報の波及効果に
より肉類の購入量と金額が有意に減少した（第 3図）。また、介入群 Bで過去１年間の購入履歴
に基づき同性・同世代と比較した相対的な野菜購入量の情報を提供した所、元々野菜を多く摂取
している家計の購入金額及び購入量が更に増加することが確認された。サブグループ分析では、
第 4 図に示したように、この傾向が子どものいない世帯よりも子どものいる世帯でより顕著で
あった。また、この効果は子供ありの世帯で介入後も持続した。 
 他方、摂取量をアウトカムとした場合は、ナッジが中食や外食を含み、個人の食選択行動によ
り直接的に与える影響を観察することとなる。結果、いずれのナッジも野菜の摂取量の増加に強
く影響を与えたが、その効果は全体でみると長期間持続しなかった。 
 本研究により、損失フレームを活用したナッジ、個人の購買履歴に合わせたパーソナル・ナッ
ジの双方が一定の効果を持つことが分かったが、その効果には世帯の特徴ごとに差が見られた。
パーソナル・ナッジは手間やコストがかかるものの、近年のデジタル技術により、様々な個人デ
ータが入手可能になっていることを踏まえれば、様々な場面で実証する価値があると思われる。 
 

第 3図 ナッジが肉の購買に与える影響:全サンプル 



 
第 4図 ナッジが野菜の購買に与える影響：子供有り世帯 
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